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三井住友海上火災保険株式会社 

MS LifeConnect IoT プラットフォームサービスご利用規約 
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「用語の説明」 

 

三井住友海上火災保険株式会社（以下「当社」といいます）が提供するMS LifeConnectの

IoT プラットフォームサービスご利用規約において、使用される用語の説明は、次のとお

りとします。  

（５０音順）  

 用語 説明 

い EC サイト 当社が運営する EC サイト（下記 URL をご参照ください。） 

https://www.msins.shop 

う Web マニュアル 本サービスに関する Web マニュアル（下記 URL をご参照く

ださい。） 

https://sites.google.com/view/msalarm-om/top 

く クリップ動画 AI カメラが検知した対象が記録されている、前後の時間の映

像を含む動画 

け 契約者 本サービスの利用の申込みをし、本サービスの利用料を支払

う者 

 現地調査報告書 現地調査終了後、提携先企業等から送付する調査報告書 

さ サービス利用者 契約者および本サービスの専用アプリを利用する者（契約者

の 6 親等内の血族、配偶者、及び 3 親等内の姻族以内に限

る） 

 サービス利用者情報 サービス利用者の情報（ユーザー名、氏名、メールアドレ

ス、電話番号等）専用ハードウェアの利用を通じて取得され

る情報（位置情報、記録された動画・静止画その他映像デー

タ等を含みます。） 

し 重要情報 

 

サービス利用者に開示される本サービス上の情報、技術上の

情報、ノウハウ、データまたは個人情報等 

せ 設定サポート 提携先企業等が販売する専用ハードウェア向けの初期設定サ

ポート 

 専用アプリ 本サービスを使用するために必要な専用アプリ 

 専用ステッカー 提携施工業者が施工完了後にサービス利用者に手交するステ

ッカー 

 専用ハードウェア 提携先企業等が提供する本サービスに統合可能な IoT デバイ

ス、その他付属するハードウェア 

ち 知的財産権 特許権、実用新案権、意匠権、著作権、商標権その他の知的 

財産に関して法令により定められた権利または法律上保護さ

れる利益に係る権利  

https://www.msins.shop/
https://sites.google.com/view/msalarm-om/top
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て 提携先企業等 株式会社 KANKO（以下「KANKO」といいます）、ならびに

当社および KANKO の提携会社、提携施工業者等を含む外部

委託先および本規約に定める本サービスの提供において提携

している企業 

 提携施工業者 別表１（サービス体制について）に定める KANKO が委託す

る提携施工業者 

ひ ビデオアナリティク

ス機能 

カメラが対象を検出し、AI 分析により人・車両・動物・その

他動体を識別する機能 

ほ 本サービス MS LifeConnect の IoT プラットフォームサービス 

り 利用不能期間 本サービスが利用不能であったと当社および KANKO が認め

た月数 

 

第１条（規約の目的等） 

（１） 本規約は、本サービスに関する事項を定めたものであり、サービス利用者と三井

住友海上火災保険株式会社の間のサービス利用契約の内容を示すものです。   

（２） サービス利用者は、本規約に同意のうえ、本サービスおよび専用ハードウェア等

の提供を受けることができます。 

（３） 本サービスおよび専用ハードウェア等は、当社、KANKO および提携先企業等が

本規約に従い提供します。 

 

第２条（本サービスの提供条件と内容） 

（１） 本サービスの利用には専用ハードウェアをサービス利用者の指定する設置場所に

設置することおよび所定の手続きを行うことが必要となります。また、専用ハー

ドウェアがインターネット回線と接続されていること、および専用アプリの利用

の確認が必要です。 

（２） サービス利用者は、自己の責任において、設置先の建物の権利者等に専用ハード

ウェアが設置されることについて、あらかじめ承諾を得る必要があります。 

（３） 本サービスにおける専用ハードウェアの設置先および利用可能地域は、日本国内

（ただし、一部離島は対象外。）に限ります。 

（４） 本規約により当社が本サービスで提供する内容については、別表３に定めるとお

りとします。 

 

第３条（本サービスのサービス体制とサポート対応） 

本規約により当社および提携先企業等が本サービスで提供するサービス体制、サポート

対応については、別表１、２に定めるとおりとします。 
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第４条（本サービスを利用できない場合） 

（１） 第２条の規定にかかわらず、当社は専用ハードウェアおよび専用アプリの機能に

つきその性能を保証するものではなく、設置場所の状況、天候、通信環境等によ

り、その機能の全部または一部が発揮されない場合があります。また、専用ハー

ドウェアの設置または専用アプリの設定が適切に実施されていない場合等には、

その機能の全部または一部が発揮されない場合があります。 

（２） 前項に定める場合のほか、次のいずれかに該当する場合には、サービス利用者は

本サービスの全部または一部を利用できないことがあります。 

①  本サービスを提供するために当社または提携先企業等が管理するシステ

ムの保守、工事または障害修理等を実施する場合 

② 本サービスを提供するために当社または提携先企業等が管理するシステム

が火災、停電、損壊、故障、当社または提携先企業等が管理するシステム

サーバの停止等により正常に動作しなくなった場合 

③  本サービスに、重大なセキュリティ上の危険が発見または予見された場

合 

④  専用ハードウェアが、インターネット回線に接続されている第三者に向

けた不正アクセスの発信元となった場合または発信元となる可能性がある

場合 

⑤ Web マニュアルに示されている取扱いと異なる使用により適切なファー

ムウェア更新が実施されず、専用ハードウェアがその機能を発揮できなく

なった場合 

⑥ 天災または戦争等に起因して当社または提携先企業等が制御できない障害

が発生した場合本項の各号のほか、当社または携先企業等が本サービスの

機能を停止する必要があると判断した場合 

 

第５条（サービス利用契約の成立） 

（１） 本サービス利用契約は、本サービスの利用を希望する対象者が本規約等に同意の

うえ、EC サイトにて本サービスの申込みを行い、当社が当該申込みを承諾した

時点（以下「契約成立日」といいます）をもって成立します。 

（２） 提携施工業者による施工サービスを利用する場合、本サービスのサービス提供開

始日は、提携施工業者が専用ハードウェアの施工を完了した日とします。 

（３） 提携施工業者による施工サービスを利用しない場合、本サービスのサービス提供

開始日は、指定の住所へ専用ハードウェアの配達が完了された日とします。 

（４） 本サービスのプラットフォーム利用料は、契約成立日の属する月の翌月から発生

します。 

（５） 本サービス利用契約の有効期間は、本条第１項に基づく契約成立日に効力を生じ、
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利用契約に定められた期間となります。 

（６） 前各号にかかわらず、契約者の登録の取消しまたは本サービスの提供が終了した

場合、当該日のいずれか早い日をもって、本サービス利用契約の有効期間は終了

するとします。 

（７） 本条第４項の定めに関わらず、本条第 2 項におけるサービス提供開始日が契約成

立日の翌月以降となった場合については、契約成立日の翌々月以降の月額利用料

を１ヵ月分免除するものとします。 

 

第６条（サービス申込の不承諾） 

第５条の規定にかかわらず、当社は、次の各号のいずれかに該当するときは、本サービ

スの申込みを承諾しないことがあります。またその不承諾の理由について、当社は開示

義務を負いません。 

① 本サービスの申込時に記載した契約者情報に、虚偽の記載、誤記、記載漏

れ、または入力漏れ等があった場合 

② 本サービスの申込者が指定したクレジットカード等が、クレジットカード

会社、決済代行会社または金融機関等により利用停止処分等を受けている

場合 

③ 過去に、当社の判断により本サービス利用契約の解除を受けた場合 

④ 過去に、本サービスの利用に際し、サービス利用料金の未納、滞納または

不当にその支払いを免れる行為をした場合 

⑤ 過去に、専用ハードウェアにつき、不正使用または Web マニュアルの記

載事項に反する行為をした場合 

⑥ 過去に、専用ハードウェアにつき、第三者への転貸、譲渡その他の処分、

改造、毀損、紛失、返却の遅滞または未返却等、当社が禁止する行為をし

た場合 

⑦ 本サービスの申込者が、未成年である場合 

⑧ 本サービスの申込者が、被保佐人または被補助人のいずれかであり、申込

みの際に自らの保佐人または補助人の同意を得ていない場合 

⑨ 第２条第２項に定める設置先の土地または建物の権利者が専用ハードウェ

アの設置を承諾していないことが判明した場合 

⑩ 日本国外からの申込みである場合 

⑪ 専用ハードウェアの設置先が日本国外または一部離島である場合 

⑫ 第２３条の定めに違反するとき、またはそのおそれがある場合 

⑬ 不適切または不正な申込み等、本サービスを利用する意思のない申込みで

あると当社が合理的に判断した場合 

⑭ 当社の業務の遂行上、支障をきたすと当社が合理的に判断した場合本項の
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各号のほか、当社または提携先企業等が本サービスの申込みを承諾しない

と判断した場合 

 

第７条（ファームウェアおよびアプリケーションのバージョンの更新） 

当社は、本サービスの品質を維持・向上すること等を目的として、サービス利用者に事

前に通知することなく、当社の裁量により専用ハードウェアに含まれるファームウェア

のバージョンおよびアプリケーションのバージョンを更新する場合があります。 

 

第８条（契約者情報の変更） 

（１）契約者が当社に届け出た契約者情報に変更がある場合には、別表 2 に定める方法

で手続きを行うものとします。当該変更届出が行われない場合、当社が本サービ

ス利用契約を解除する場合があります。 

（２）当社は、契約者が前項の変更届出を行わなかったことにより、サービス利用者に

生じた損害については、当社に故意または重大な過失がない限り、一切責任を負

いません。 

 

第９条（当社による契約の解除） 

（１） 当社が、次のいずれかに該当すると判断した時、契約者に対して事前に通知する

ことなく、直ちに本サービス利用契約の全部または一部を解除することができる

ものとします。 

① 本サービス利用契約成立後に、第６条第１項各号に該当する事由またはそ

の他当社が本サービス利用契約を解除すべき事由が判明した場合 

② サービス利用者が、第１２条第１項各号に規定する禁止行為を行ったと判

明した場合 

③ 契約者による、本サービスに関する料金等の支払いの不履行が３ヶ月間続

けてあった場合 

④ サービス利用者が本サービス規約等に違反した場合 

⑤ その他、サービス利用者として不適切で、本サービスの提供に支障がある

と当社が合理的に判断した場合 

⑥ 本項の各号のほか、当社または提携先企業等が本サービス利用契約を解除

する必要があると判断した場合 

（２） 当社は、契約者による、本サービスに関する料金等の支払いの不履行が２ヶ月間

続けてあった場合、２ヶ月目の支払いの不履行が確認され次第、直ちにサービス

利用者のアカウントをロックし、本サービスの提供を停止します。その後、３ヶ

月目の支払いの不履行が確認された場合、前項３号の定めに従い、直ちに本サー

ビス利用契約の全部または一部を解除します。 
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（３） 本条第１項による当社による本サービス利用契約の解除は、当社が当該解除手続

きを行った日が属する月の末日を待たず、当社が解除手続きを行った日をもって

成立するものとします（当該日が属する月を、以下「契約解除月」といいます）。 

（４） 本条第１項の定めに従い、本サービス利用契約の全部または一部が解除された場

合、該当する契約者は、期限の利益を失い、かかる本サービス利用契約の契約解

除月までに発生した本サービスに関連する当社に対する債務の全額を、当社が指

定する方法で一括して支払うものとします。 

（５） 本条第１項による本サービス利用契約の全部または一部の解除は、当社のサービ

ス利用者に対する損害の賠償請求を妨げないものとします。当社は、本条に基づ

き当社が行った行為によりサービス利用者に生じた損害について一切の責任を負

いません。 

（６） 当社は、本条第１項により本サービス利用契約が解除された場合であっても、契

約者によって既に支払われたサービス利用料金等を、返還する義務を負わないも

のとします。 

 

第１０条（契約者による契約の解約） 

（１） 契約者は、別表２に定める連絡先に申し出て、次項に定める解約手続を行うこと

により、本サービス利用契約を解約することができます。 

（２） 契約者による本サービス利用契約の解約は、契約者が解約の申込みを行い、当社

が当該申し込みを承諾した日が属する月の翌月末日をもって成立するものとしま

す。（当該解約が成立した日が属する月を、以下「契約解約月」といいます） 

（３） 契約者は、契約解約月の本サービス利用料を当社が指定する方法で支払うものと

します。 

（４） 当社からの利用規約およびサービス利用料金の変更通知と次回プラットフォーム

利用料発生日の間の期間が２ヶ月に満たない場合は本条１項から３項にかかわら

ず、次回プラットフォーム利用料発生日までに解約することが可能です。 

 

第１１条（サービス利用者の義務） 

（１） サービス利用者は、本サービスおよび専用ハードウェアを利用するにあたり次の

各号を遵守するものとします。  

① 専用ハードウェアを善良な管理者の注意義務をもって保管、管理および使

用すること 

② Webマニュアルの注意事項および関連法令等を遵守し、適切な方法で専用

ハードウェアを使用すること 

③ 専用ハードウェアを契約者以外のサービス利用者が所有、使用または管理

する場所に設置する場合は、サービス利用者の責任においてその第三者か
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ら専用ハードウェアを設置することについて承諾を取得し、その他一切の

手続きを行うこと  

④ 専用ハードウェアの破損、故障等の事態が発生した場合は、ただちに、別

表２に定める連絡先に申し出ること 

⑤ サービス利用者は、自己の責任において、本サービスの利用に関するパス

ワードおよびユーザーID を管理および保管すること 

⑥ サービス利用者は、サービス利用料金の支払いのために登録されたクレジ

ットカード情報を最新の状態に保つこと 

⑦ サービス利用者は、専用ハードウェアの設置にあたり、ルーター、ソフト

ウェア、その他これらに付随して必要となる機器の準備、設置、接続およ

び設定、回線利用契約の締結およびアクセスポイントへの接続、インター

ネット回線接続サービスへの加入を、自己の費用と責任において行うこと  

 

（２）サービス利用者は、本サービスおよび提携施工業者による施工サービスを利用す

るにあたり次の各号を遵守するものとします。 

① サービス利用者は、提携施工業者に対し、契約者からの専用ハードウェア

の設置に関する希望に基づき、設置先に訪問させ、現地調査、専用ハード

ウェアの施工を行わせること 

② サービス利用者は、専用ハードウェアの設置のための現地調査および施工

を行うにあたり必要となる情報を提携施工業者に提供すること 

③ サービス利用者は、提携施工業者による、現地調査、専用ハードウェアの

施工の日程調整を行い、日程変更またはキャンセルの必要性が生じた場合

には、別表２に定める連絡先に申し出ること 

④ サービス利用者は、提携施工業者による現地調査、専用ハードウェアの施

工に立ち会うこと 

⑤ サービス利用者は、提携施工業者が専用ハードウェアを現地調査報告書に

て指定された方法で固定・設置することをあらかじめ承諾すること 

⑥ サービス利用者の要望に基づく専用ハードウェアの交換・撤去において、

専用ハードウェアの撤去および取り外した箇所の復旧はサービス利用者が

自らの費用と責任で行うこと。提携施工業者による撤去サービス利用を希

望の場合は、撤去希望日の２ヵ月前までに別表２に定める連絡先に通達し、

所定の手続きに従うこと 

 

第１２条（サービス利用者の禁止事項） 

（１） サービス利用者は、本サービスを利用するにあたり、次の行為を行ってはなりま

せん  
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① 本サービスの提供期間中であるかを問わず、本サービスを通じて知り得た

重要情報を当社の許可なく当該サービス利用者以外に開示する行為 

② 虚偽の人物を名乗り、本サービスを利用する行為 

③ 本サービスの利用登録に必要となる情報またはその他の個人情報について

虚偽の登録をする行為 

④ 当社の許可なく金銭その他の商業的利益を求める目的で本サービスを利用

する行為 

⑤ 当社または提携先企業等または第三者の知的財産権、肖像権、名誉、プラ

イバシー権、その他の権利または利益を侵害する行為 

⑥ 専用ハードウェアを分解、改造または破壊する行為 

⑦ 専用ハードウェアまたは専用ステッカーを売買もしくはインターネットオ

ークション等に出品する行為 

⑧ 本サービスの運営を妨げ、当社または提携先企業等の信頼を損なう行為  

⑨ 当社の許可なく本サービスを利用する権利をサービス利用者以外に譲渡、

販売、移転または担保に供する行為 

⑩  当社の許可なく再使用許諾、貸与その他方法の如何を問わずサービス利

用者以外に利用させる行為 

⑪ 本項の各号のほか、本サービスの利用目的に照らして当社または提携先企

業等が不適切と判断する行為 

（２） サービス利用者が前項の各号に定める禁止行為に違反したことにより、当社また

は提携先企業等または第三者に損害が発生した場合は、サービス利用者はこれを

賠償するものとします。 

 

第１３条（契約者の費用負担および支払い方法） 

（１） 契約者は、本条の定めに従って、販売事業者である KANKO に対して専用ハー

ドウェア等の代金（施工費およびその他代金を含む）を申し込み時に支払い、当

社に対しては MS LifeConnect のプラットフォーム利用料（月額制）を毎月支払

います。 

（２） 当社は前項の金額の内、専用ハードウェア等の代金（施工費を含む）については

KANKO に代わって受領し、同社との間で別途精算するものとします。 

（３） 本サービスの利用にあたって発生する専用ハードウェアの設置に係る費用、電気、

インターネット回線の利用に係る費用等は、サービス利用者の負担となります。  

（４） 専用ハードウェアの故障等が疑われた場合、再度、提携施工業者による現地調査

を実施し、その結果をもって交換の要否およびその費用負担を決定します。 

（５） 専用ハードウェアおよびその付属品の撤去に関わる費用、取り外した箇所の復旧

費用は契約者の負担となります。 



10 

 

（６） 契約者は、サービスキャンセル・解約等で専用ハードウェアの返送費用等の付帯

費用が発生する場合、これらを負担するものとします。 

（７） 契約者は、本サービスの利用にあたって、当社が EC サイト上で指定する金額を

クレジットカードで支払うものとします。クレジットカードでの支払いに関連す

る手数料等は契約者負担とします。 

（８） 本条第１項、２項、７項の定めに関わらず、専用デバイスの販売事業者が

KANKO 以外の場合における代金の支払い方法については別途定めるものとしま

す。 

（９） 利用開始日より前に、プラットフォーム利用料が発生した場合でも、当該期間の

料金は契約者が負担するものとします。 

 

第１４条（本サービスが利用不能であることが判明した場合の対応） 

（１） 当社の責めに帰すべき事由により本サービスが利用不能であることが判明した場

合、当社は、契約者からの申し出に基づき、その利用不能期間（注）に支払われ

た本サービス利用料相当額を利用不能期間が解消された月の翌々月以降の月額利

用料から免除するものとします。 

（２） 前項の定めにかかわらず、第４条に定められた事由により本サービスを利用でき

なかった場合、当社は本サービス利用料相当額を返還しません。 

（注）利用不能期間とは、専用ハードウェアが利用不能であったと当社が認めた

月数をいいます。 

 

第１５条（本規約の追加、変更等） 

（１） 当社は、当社が必要と判断する場合、かつ以下のいずれかに該当する場合、本規

約を変更することができます。  

① 本規約の変更がサービス利用者の一般の利益に適合する場合 

② 本規約の変更が、契約をした目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後

の内容の相当性、変更の内容その他の変更に係る事情に照らして合理的な

ものである場合 

（２） 当社は、前項に定める本規約の変更にあたり、変更後の本規約の効力発生日の１

ヵ月前までに、本規約を変更する旨および変更後の本規約の内容とその効力発生

日を、当社公式ホームページに掲示、またはサービス利用者に電子メール等で通

知します。 

（３） 変更後の本規約の効力発生日以降にサービス利用者が本サービスを利用したとき

は、サービス利用者は、本規約の変更に同意したものとみなします。 

 

第１６条（個人情報の取扱い等） 
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（１） 当社は、本サービスを通じて取得する個人情報を、次の目的で使用します。  

① 第２条に規定する本サービスの内容の履行  

② 本サービスに関する照会もしくは相談への対応  

③ メールまたは郵送等での情報提供  

④ 本サービスの改良または新機能の追加  

⑤ 新規サービスまたは新商品の開発または開発のための分析、研究  

⑥ 緊急時の対応または必要な調査 

⑦ その他サービスの提供  

⑧ アンケートの実施  

⑨ 本項の各号の利用目的に準ずる、またはこれらに密接に関連する目的 

（２） サービス利用者は、本サービスのライセンサーである Alarm.com Incorporated

（Delaware, US）（以下「Alarm.com」といいます。）および提携先企業等が、本

サービス提供のため、提供過程においてサービス利用者連絡先、及び対象機器に

設定したデータ等を知り得ることについて、同意するものとします。 

（３） サービス利用者は、暗号化されたカメラ画像及び関連データが 、ビデオアナリ

ティクス機能向上の目的で、Alarm.com のデータセンターに送信され、

Alarm.com によって加工及び解析が行われること、及びこれらのデータが一定期

間 Alarm.com において蓄積されること、について同意するものとします。 

（４） 当社は、本サービスを通じて取得する個人情報を、警察や裁判所等からの要請に

応じて開示または提供することがあります。  

（５） サービス利用者が本サービスを利用するにあたり、サービス利用者を特定しなけ

ればならない場合や当社に問合わせをした際に連絡先の確認が必要となった場合

等には、当社が氏名、生年月日、住所、電話番号等の個人情報をお尋ねすること

があります。個人情報の取扱いに関する詳細は当社プライバシーポリシー（当社

公式ホームページ https://www.ms-ins.com/privacy/）をご覧ください。  

 

第１７条（サービス利用者情報の取扱い等） 

（１） 当社は、サービス利用者情報を取得し、その取扱いについては、第１６条の規定

のほか、次の第２項から第６項までのとおりとします。  

（２） 当社は、本サービスの提供期間終了後もサービス利用者情報を利用できるものと

します。また、その情報に著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２７

条（翻訳権、翻案権等）および第２８条（二次的著作物の利用に関する原著作者

の権利）に規定された権利を含みます。）や所有権が認められる場合には、すべ

て当社に帰属するものとし、サービス利用者は当社およびいかなる第三者に対し

ても、著作者人格権を行使しないものとします。  

（３） 当社は、サービス利用者情報を第１６条第１項各号に定める目的のほか、次の目



12 

 

的で使用します。  

① 当社の業務品質の向上に資する研究または研修等  

② 本項１号の利用目的に準ずる、またはこれらに密接に関連する目的  

（４） 当社は、第１６条第１項に定める目的および前項に定める目的のために、サービ

ス利用者情報を外部委託先（国外の企業を含む）に提供することがあります。提

供にあたっては、委託先の選定基準を定め、あらかじめ委託先の情報管理体制を

確認する等、委託先に対する必要かつ適切な監督を行います。なお、これらの個

人データの管理責任者は当社です。詳細は当社プライバシーポリシー（当社公式

ホームページ https://www.ms-ins.com/privacy/）をご覧ください。  

（５） 当社は、本サービスの提供を通じて取得する情報を、複数人の情報を集計した統

計情報として、または個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

第３６条（匿名加工情報の作成等）に基づく匿名加工情報として、第三者に提供

することがあります。  

（６） 当社は、サービス利用者情報を、警察や裁判所等の公的機関からの要請に応じて、

開示または提供することがあります。  

 

第１８条（権利帰属） 

本サービスに関する知的財産権は、すべて当社または適法な権利者に帰属しているもの

であり、サービス利用者が利用するにあたり、サービス利用者に対して、当社または適

法な権利者の有する本サービスに含まれる知的財産権の利用を許可するものではありま

せん。 

 

第１９条（著作権） 

サービス利用者は、当社が本サービスを通じてサービス利用者に提供する情報（映像、

音声、文章等を含む）に関する著作権が、当社、適法な権利者または当社に対して当該

情報を提供した第三者に帰属するものであることを確認するものとし、当社の許可なく、

他者への転送や一般公衆が閲覧できる Web サイトや SNS 等への掲載などを行ってはな

らないものとします。 

 

第２０条（本サービスの変更、追加または終了） 

当社は、事由の如何を問わず、サービス利用者に事前の通知をすることなく、本サービ

スの全部または一部の変更、追加または終了ができるものとします。ただし、本規約の

変更を伴う本サービスの内容の変更、追加もしくは削除を行う場合またはサービス利用

料金の変更場合には、当社は第１５条の定めに従い、サービス利用者に通知します。変

更後のサービス利用料金は、通知された効力発生日以降に更新される契約から適応とな

ります。変更後の料金に同意しない場合は、第１０条の定めに従い解約をすることがで
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きます。 

 

第２１条（提携先企業等への委託） 

当社は、本サービスに係る当社の業務の全部または一部を提携先企業等に委託して行わ

せることができるものとします。 

 

第２２条（免責事項） 

（１） 当社および提携先企業等は、本サービスの利用に関してサービス利用者が被った

次の各号に起因する損害については、一切その責任を負いません。ただし、当社

および提携先企業等の故意または重大な過失によって発生した損害を除きます。 

① 専用ハードウェアの破損、故障または配線等の切断等により専用ハードウ

ェアが正常に動作しなかったことによる損害 

② サービス利用者が専用ハードウェアの取付時または取外し時に発生した設

置場所、財物の損害またはサービス利用者自身に発生した傷害 

③ サービス利用者が第１１条または第１２条に違反したことによる損害  

④ 第４条に定める事由の発生または第１４条に基づく損害  

⑤ インターネット回線やコンピュータ等、サービス利用者が使用するソフト

ウェアまたはハードウェアの動作障害による本サービスに係るシステムの

中断、遅滞、中止、データの消失、データへの不正アクセス等、その他本

サービスの利用に関して発生した損害  

⑥ 本サービス利用中の SNS 等への書込み等、他のサービス利用者や第三者

による発言その他の迷惑行為による損害  

⑦ 第三者が、サービス利用者のＩＤまたはパスワードを不正使用したことに

よる損害  

⑧ 第三者の本サービスの不正アクセス、専用ハードウェアの不正利用等によ

り発生した損害 

⑨ 本サービスの利用において当社または提携先企業等が管理するシステムサ

ーバの停止等の障害が発生したことによる損害  

⑩ サービス利用情報の保存、管理、バックアップ等に関わる損害 

⑪ サービス利用者等が本サービスを利用するために使用する通信機器、ソフ

トウェアおよびこれらに付随して必要となる全ての機器と提携先企業等が

提供する専用ハードウェアとの互換性が失われたことによる損害 

⑫ 近隣住民とのトラブル等による損害 

⑬ 本項の各号のほか、本サービスの利用に関連して生じた一切の損害  

（２） 当社は、専用ハードウェア等の利用を通じてサービス利用者が得るすべての情報

について、その完全性、信頼性、安全性、有効性および正確性を保証するもので
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はありません。  

 

第２３条（反社会的勢力の排除） 

サービス利用者が本項の各号のいずれかに該当し、または報道等により該当する蓋然性

が高いと一般に認められる場合には、当社は何らの催告を要せず本サービス利用契約を

解除することができるものとします。 

① サービス利用者、サービス利用者が法人である場合にはその役員もしくは

実質的に経営に関与する者または従業員等（以下「役職員等」といいます）

が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者、総会屋、社会運動標榜ゴロ、政治

活動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団等といった反社会的勢力（以下「反社会

的勢力」といいます）である、または反社会的勢力であった場合 

② サービス利用者またはその役職員等が反社会的勢力に対し、不適切な出資、

貸付、資金もしくは役務提供等をしている場合または反社会的勢力と何ら

かの不適切な取引をしている場合 

③ 本項の各号に掲げる場合のほか、サービス利用者またはその役職員等が反

社会的勢力と社会的に非難されるべき何らかの関係をもっている場合 

④ サービス利用者またはその役職員等が、自らまたは第三者を利用して、当

社に対して暴行、傷害、脅迫、恐喝、威圧等の暴力的行為または詐欺的手

法等を用いて不当な要求行為等を行った場合 

⑤ 前項の各号の規定により当社が本サービス利用契約を解除した場合、サー

ビス利用者に損害が生じても当社は賠償責任を負わない。また、当社に損

害が生じた場合は、サービス利用者はこれを賠償する。 

 

第２４条（訴訟の提起および準拠法） 

（１） 本規約に関する訴訟については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判

所とします。  

（２） 本規約に規定のない事項については、日本国の法令に準拠します。 

 

第２５条（協議） 

本規約の条項または本規約に規定のない事項に関して疑義がある場合については、サー

ビス利用者および当社双方で協議し、円満に解決を図るものとします。 

 

別表１（サービス体制について） 

企業名 役割 

三井住友海上火災保険株式会社 MS LifeConnect の IoT プラットフォームサービスの

プラットフォーム、ならびにその提供を目的とした
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EC サイトを管理・運営 

株式会社 KANKO サービス利用者に対して専用ハードウェアの販売お

よび施工を実施 

株式会社Daiko Communications 株式会社 KANKO から契約者の指定する建物に対す

る本サービスの現地調査、施工の全部を受託し行う

「提携施工業者」 

 

別表２（サポート対応について） 

サポート 内容 

一般的な照会に

ついて 

一般的な照会は、当社公式ホームページの「お問い合わせチャットボ

ット」をご利用ください。 

＜お問い合わせチャットボット＞ 

https://www.ms-ins.com/solution/ 

 

専用ハードウェ

アの破損・故

障、現地調査、

施工ついて 

＜対応可能時間＞ 

09:00~17:00 

＜メールアドレス＞ 

customercenter@mslifeconnect.com 

※なお、お問い合わせの内容や受付時間によっては、必ずしも当日中

にご回答できないこともございますので、ご了承ください。 

現地調査報告書

の内容照会、施

工後のお問い合

わせについて 

＜対応可能時間＞ 

09:00~17:00 

＜電話番号＞ 

03-5968-5700 

＜メールアドレス＞ 

customercenter@mslifeconnect.com 

※なお、お問い合わせの内容や受付時間によっては、必ずしも当日中

にご回答できないこともございますので、ご了承ください。 

 

株式会社 Daiko Communications 

＜営業時間＞ 

09:00~17:00 

＜電話番号＞ 

03-5968-5700 

＜メールアドレス＞ 

ms-LifeConnect@daiko-tk.com 

 

mailto:customercenter@mslifeconnect.com
mailto:customercenter@mslifeconnect.com
mailto:ms-LifeConnect@daiko-tk.com
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サービス利用契

約の解約、契約

者情報の変更

（クレジットカ

ード情報の変更

を除く）、撤去

サービスの利用

について 

契約者は、以下の問い合わせ窓口にメール等で連絡後、所定の手続き

に従い、サービス利用契約の解約をすることができます。 

 

MS LifeConnect 専用カスタマーセンター 

＜対応可能時間＞ 

09:00~17:00 

＜メールアドレス＞ 

customercenter@mslifeconnect.com  

※なお、お問い合わせの内容や受付時間によっては、必ずしも当日中

にご回答できないこともございますので、ご了承ください。 

 

株式会社 Daiko Communications 

＜営業時間＞ 

09:00~17:00 

＜電話番号＞ 

03-5968-5700 

＜メールアドレス＞ 

ms-LifeConnect@daiko-tk.com 

 

クレジットカー

ド情報の変更に

ついて 

契約者は、EC サイト上のマイページ上で、クレジットカード情報の

変更をすることができます。 

＜EC サイト＞ 

https://www.msins.shop 

 

上記でも解決で

きない場合 

万が一、上記でも解決できない場合は、以下の問い合わせ窓口までご

連絡下さい。 

＜対応可能時間＞ 

09:00~17:00 

＜メールアドレス＞ 

customercenter@mslifeconnect.com 

※なお、お問い合わせの内容や受付時間によっては、必ずしも当日中

にご回答できないこともございますので、ご了承ください。 

（注）お問い合わせの内容や受付時間によっては、必ずしも内容にご回答できない可能性

がございます。予めご了承ください。 

 

別表３（本サービスで提供する内容） 

サービスプラン 内容 

mailto:customercenter@mslifeconnect.com
mailto:ms-LifeConnect@daiko-tk.com
https://www.msins.shop/
mailto:customercenter@mslifeconnect.com
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MS LifeConnect 

AI スマートカメラ 

 

１契約あたりカメラ接続数は原則４台まで 

シンプルプラン 

カメラ台数１台まで、クリップ映像数１,０００件/月 

スタンダードプラン 

カメラ台数４台まで、クリップ映像数 ３,０００件/月 

上記以外（カメラ接続数５台以

上の場合） 

別途、提携先企業等による見積もりにて提示 

 

 

（注）本サービスの最新機能や最新のサービス提供条件等については、当社公式ホームペ

ージに掲示されている情報または別途サービス利用者に配布している Web マニュアル、チ

ラシ等をご確認ください。 

 

２０２５年４月１８日改定 
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株式会社 KANKO 

専用ハードウェア販売および施工規約 

（MS LifeConnect 個人のお客さま用） 

 

第１条（専用ハードウェアの価格、販売条件） 

第２条（支払い方法） 

第３条（注文の完了、売買契約の成立） 

第４条（当社による注文の取消、売買契約の解除） 

第５条（契約者による注文内容の変更、キャンセル） 

第６条（専用ハードウェアの発送） 

第７条（所有権の移転） 

第８条（現地調査および施工） 

第９条（施工完了後の専用ハードウェアの交換） 

第１０条（専用ハードウェアの保証） 

第１１条（損害賠償） 

第１２条（再委託） 

第１３条（サービス利用者の禁止事項） 

第１４条（免責事項） 

第１５条（反社会的勢力の排除） 

第１６条（個人情報） 

第１７条（本規約の運用、変更） 

第１８条（訴訟の提起および準拠法） 

第１９条（協議） 

別表１（サービス体制について） 

別表２（サポート対応について） 

別表３（現地調査および施工の日程変更、キャンセルについて） 
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「用語の説明」 

 

株式会社 KANKO（以下「当社」といいます）が、MS LifeConnect の AI スマートカメラ

サービスのサービス利用者に対して提供する専用ハードウェア等の販売および施工規約に

おいて、使用される用語の説明は次の通りとします。  

（５０音順）  

 用語 説明 

い EC サイト 三井住友海上火災保険株式会社が運営する EC サイトは下記

URL を参照 

https://www.msins.shop 

け 契約者 本サービスの利用の申込みをする者 

 現地調査報告書 現地調査終了後、提携先企業等から郵送にて送付する調査報

告書 

さ サービス利用者 契約者および本サービスの提供を受ける者 

し 重要情報 サービス利用者に開示される本サービス上の情報、技術上の

情報、ノウハウ、データまたは個人情報等 

せ 専用ハードウェア 本サービスに統合可能な IoT デバイス、その他付属するハー

ドウェア 

ち 知的財産権 特許権、実用新案権、意匠権、著作権、商標権その他の知的

財産に関して法令により定められた権利または法律上保護さ

れる利益に係る権利 

て 提携先企業等 当社の関連会社、提携施工業者を含む外部委託先および本規

約に定める本サービスの提供において提携している企業 

 提携施工業者 別表１（サービス体制について）に定める当社が委託する提

携施工業者 

ほ 本サービス 当社による専用ハードウェアの販売および施工の提供 

 

第１条（専用ハードウェアの価格、販売条件） 

（１） 専用ハードウェアおよび施工の価格は、現地調査後に送付される見積書に表示さ

れた価格に基づきます。 

（２） 販売条件については、EC サイトの画面上等で別途ご案内する場合がございます。 

 

第２条（支払い方法） 

契約者は、専用ハードウェア代金および施工代金を EC サイト上にてクレジットカード

で支払うものとします。 

https://www.msins.shop/
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第３条（注文の完了、売買契約の成立） 

（１） 専用ハードウェアの注文は、契約者が、本規約に同意いただき、EC サイト上で

指定された方法に従って必要事項を入力いただいた後、注文手続き完了画面が表

示された時点で完了します。 

（２） 契約者と当社との間の売買契約は、契約者と当社の間で成立するものとし、契約

者からの注文申込を承諾した旨を、当社から電子メールで通知された時点で成立

するものとします。 

（３） 契約者が未成年の場合は、当該契約者は、親権者または後見人（両親、保護者等）

の同意を得た上で注文いただくものとします。 

（４） 契約者が被保佐人または被補助人であって、注文にあたり補佐人または補助人の

同意を得ることが必要である場合は、当該被保佐人または被補助人である契約者

は、必ずその同意を得た上で注文いただくものとします。 

 

第４条（当社による注文の取消、売買契約の解除） 

（１） 当社は、契約者との売買契約が成立した後でも、次の各号のいずれかに該当する

ときは、当該契約を解除することができます。またその事由について当社は開示

義務を負いません。 

① 本サービスの申し込み時に記載した契約者情報に、虚偽の記載、誤記、記

載漏れ、または入力漏れ等があった場合 

② 注文時に指定したクレジットカード等が、クレジットカード会社、債権代

行会社または金融機関等により利用停止処分等を受けている場合 

③ 当社が注文内容に基づき専用ハードウェアを発送したにもかかわらず、契

約者の不在等により一定期間を経過してもなお、専用ハードウェアの引き

渡しができなかった場合 

④ 専用ハードウェアの欠品等により、専用ハードウェアの引渡しの目処が立

たない場合 

⑤ 過去に、注文の取消を受けた場合 

⑥ 過去に、購入した専用ハードウェアにつき、不正使用または Web マニュア

ルの記載事項に反する行為をした場合 

⑦ 過去に、購入した専用ハードウェアにつき、第三者への転貸、譲渡その他

の処分、改造、毀損、紛失、返却の遅滞または未返却等の禁止行為をした

場合 

⑧ 購入者が、未成年であり、親権者または後見人の同意を得ていない場合 

⑨ 購入者が、成年被後見人、被保佐人または被補助人のいずれかであり、申

込みの際に自らの成年後見人、保佐人または補助人の同意を得ていない場
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合 

⑩ 日本国外からの購入である場合 

⑪ 購入した専用ハードウェアの設置先が日本国外または一部離島である場合 

⑫ 第１３条、第１４条の定めに違反するとき、またはそのおそれがある場合 

⑬ 不適切または不正な申込み等、購入した専用ハードウェアを利用する意思

が無いと合理的に判断した場合 

⑭ 当社の業務遂行上、支障をきたすと合理的に判断した場合 

⑮ 本項の各号のほか、当社が売買契約を解除すると判断した場合 

（２） 専用ハードウェアの発送の遅れ、発送の遅れに起因する注文の変更またはキャン

セルに伴いサービス利用者に生じる損害については、当社の責めに帰すべき事由

による場合を除き、当社は一切の責任を負いません。 

 

第５条（契約者による注文内容の変更、キャンセル） 

（１） 契約者は、専用ハードウェアの引渡しを受けるまでの間に注文内容を変更または

キャンセルする場合は、別表２に定める連絡先に申し出るものとします。 

（２） 注文内容の変更またはキャンセルにあたり、別表２に定める連絡先に申し出た時

点でかかった費用は、契約者にご負担をいただくものとします。 

 

第６条（専用ハードウェアの発送） 

（１） 専用ハードウェアの引渡し先は、原則として契約で指定した専用ハードウェア設

置先に限られます。 

（２） 当社は、売買契約締結後、対応機器を発送するものとします。なお、対応機器の

発送の時期については、契約者が EC サイト上で本サービス申し込みの決済を完

了した後となります。 

 

第７条（所有権の移転） 

専用ハードウェアの納入先への到着をもって、当社から契約者への所有権が移転された

ものとします。 

 

第８条（現地調査および施工） 

（１） 契約者は、当社が委託する提携施工業者に対し、契約者または１８歳以上の申込

者が判断を任せられる方の屋外、屋内の立ち会い可能な日程で日程調整を行い、

確定した日程に基づき提携施工業者に現地調査を実施させます。 

（２） 提携施工業者は設置可否および施工方法の確定を目的に現地調査を実施します。 

（３） 契約者は現地調査終了後に送付される現地調査報告書に同封の見積書の内容を

もって、本サービス申し込みの有無を判断し、申し込む場合は EC サイトにて手
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続きを行うこととします。 

（４） 契約者は本サービス申込み完了後、提携施工業者と契約者または１８歳以上の申

込者が判断を任せられる方の屋外、屋内の立ち会い可能な日程で日程調整を行い、

確定した日程の当日に施工同意書に署名したことをもって、提携施工業者に施工

を実施させます。 

（５） 当社および提携施工業者の責任範囲、施工方法は事前調査報告書の記載に準じま

す。 

（６） 契約者は施工完了後、完了確認書に署名したことをもって、提携施工業者の施工

が終了したこと承認頂いた事となります。 

（７） 現地調査および施工の日程変更、キャンセルについては、別表３に定めます。 

 

第９条（施工完了後の専用ハードウェアの交換） 

提携施工業者の施工完了後に専用ハードウェアの故障等が疑われた場合、再度、提携施

工業者による現地調査を実施し、その結果をもって交換の要否およびその費用負担を決

定します。 

 

第１０条（専用ハードウェアの保証内容） 

（１） 専用ハードウェアの保証期間は、次の各号の通りとなります。 

① 提携施工会社による施工の場合は、施工完了後から 1 年間とします 

② 提携施工会社を利用しない場合は指定の住所へ専用ハードウェアの配達が

完了した日から 1 年間とします 

（２） 専用ハードウェアが次の各号の事象により故障した場合、該当の専用ハードウェ

ア購入時の金額を上限に修理金額を保証します。 

① 通常の使用環境下での故障 

② 製品本体の製造上の欠陥による故障 

（３） 本条各項の内容に関わらず、以下に該当する場合は対象外とします。 

① 第１３条、第１４条のいずれかに該当したことに起因する専用ハードウェ

アの破損、故障 

② 専用ハードウェアの再設置に伴う施工費用 

 

第１１条（損害賠償） 

契約者は、サービス利用者が故意または過失により当社に損害を与えた場合、当社に対

してその損害を賠償するものとします。 

 

第１２条（再委託） 
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当社は、専用ハードウェアの販売および施工の提供を当社にて行う他、当社が指定した

第三者にそれらの全部または一部を実施させることができることとします。 

 

第１３条（サービス利用者の禁止事項） 

（４） サービス利用者は、次の行為を行ってはなりません  

① 本サービスの提供期間中であるかを問わず、本サービスを通じて知り得た

重要情報を当社の許可なく当該サービス利用者以外に開示する行為 

② 虚偽の人物を名乗り、本サービスを利用する行為 

③ 本サービスの利用登録に必要となる情報またはその他の個人情報について

虚偽の登録をする行為 

④ 当社の許可なく金銭その他の商業的利益を求める目的で本サービスを利用

する行為 

⑤ 当社または提携先企業等または第三者の知的財産権、肖像権、名誉、プラ

イバシー権、その他の権利または利益を侵害する行為 

⑥ 専用ハードウェアを分解もしくは改造する行為 

⑦ 当社の許可なく専用ハードウェアまたは専用ステッカーを売買もしくはイ

ンターネットオークション等に出品する行為 

⑧ 本サービスの運営を妨げ、当社または提携先企業等の信頼を損なう行為 

⑨ 当社の許可なく本サービスを利用する権利を第三者に譲渡、販売、移転ま

たは担保に供する行為 

⑩ 当社の許可なく再使用許諾、貸与その他方法の如何を問わずサービス利用

者以外に利用させる行為 

⑪ 本項の各号のほか、本サービスの利用目的に照らして当社または提携先企

業等が不適切と判断する行為 

（５） サービス利用者が前項の各号に定める禁止行為に違反したことにより、当社また

は提携先企業等または第三者に損害が発生した場合は、契約者はこれを賠償する

ものとします。 

 

第１４条（免責事項） 

（１） 当社および提携先企業等は、本サービスの利用に関してサービス利用者が被った

次の各号に起因する損害については、一切その責任を負いません。ただし、当社

および提携先企業等の故意または重大な過失によって発生した損害を除きます。 

① 専用ハードウェア等の破損、故障または配線等の切断等により専用ハード

ウェア等が正常に動作しなかったことによる損害 

② サービス利用者が専用ハードウェア等の取付時または取外し時に発生した
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設置場所、財物の損害またはサービス利用者自身に発生した傷害 

③ サービス利用者が第１３条に違反したことによる損害  

④ インターネット回線やコンピュータ等、サービス利用者が使用するソフト

ウェアまたはハードウェアの動作障害による本サービスに係るシステムの

中断、遅滞、中止、データの消失、データへの不正アクセス等、その他本サ

ービスの利用に関して発生した損害  

⑤ 本サービス利用中の SNS 等への書込み等、他のサービス利用者や第三者に

よる発言その他の迷惑行為による損害  

⑥ 第三者が、サービス利用者のＩＤまたはパスワードを不正使用したことに

よる損害  

⑦ 第三者の本サービスの不正アクセス、専用ハードウェア等の不正利用等に

より発生した損害 

⑧ 本サービスの利用において当社または提携先企業等が管理するシステムサ

ーバの停止等の障害が発生したことによる損害  

⑨ サービス利用情報の保存、管理、バックアップ等に係る損害 

⑩ サービス利用者等が本サービスを利用するために使用する通信機器、ソフ

トウェアおよびこれらに付随して必要となる全ての機器と提携先企業等が

提供する専用ハードウェア等との互換性が失われたことによる損害 

⑪ 近隣住民とのトラブル等による損害 

⑫ 本項の各号のほか、本サービスの利用に関連して生じた一切の損害  

（２） 当社は、専用ハードウェア等の利用を通じてサービス利用者が得るすべての情報

について、その完全性、信頼性、安全性、有効性および正確性を保証するもので

はありません。  

 

第１５条（反社会的勢力の排除） 

（１） サービス利用者は、当社に対して、現在および将来にわたり、次の各号について

表明し、保証するものとします。サービス利用者が本項の各号に関して虚偽の申

告を行ったまたは違反した場合、当社は何らの催告を要せず売買契約を解除する

ことができるものとします。 

① 自らが反社会的勢力（暴力団、暴力団関係企業、総会屋および社会活動標

榜ゴロ等の、暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集

団または個人をいう。以下、次号および第３号において同じ。）でないこと、

または反社会的勢力ではなかったこと。 

② 反社会的勢力を利用しないこと、または反社会的勢力に対し利益を提供し

ないこと。 

③ 主要な出資者および自己の役員等の実質的に経営に関与する者が反社会的
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勢力でないこと、ならびにそれらの者が反社会的勢力と社会的に非難され

る交際がないこと。 

④ 当社または第三者の名誉・信用を毀損し、もしくは業務の妨害を行い、ま

たは不当要求行為をなさないこと。 

⑤ 契約者が本契約に関連する契約を第三者との間で締結し、当該第三者が前

項各号に定める事項のいずれかに反していることが判明した場合は、契約

者に対して、当該第三者との契約を解除するなど、必要な措置を講じるよ

う要請することができるものとし、契約者は、これを正当な理由なく拒否

してはならない。 

⑥ 契約者が前各項に違反した場合は、何らの通知催告を要しないで、本契約

および本契約の締結時に有効であり、または将来発効する他の契約の全部

または一部を解除することができ、かつ、これによって生じた損害の賠償

を請求することができる。なお、解除した当事者は解除された当事者に対

し何らの責任も負わない。 

 

第１６条（個人情報） 

当社は、契約者が注文にあたり入力いただいた個人情報を、別途定める当社プライバシ

ーポリシー（当社公式ホームページ https://www.kanko-sp.co.jp/company/privacy/）に

従って、適切に取扱うものとします。 

 

第１７条（本規約の運用、変更） 

（１） 当社は、必要と判断する場合かつ以下のいずれかに該当する場合、本規約を変更

することができます。 

① 本規約の変更がサービス利用者の一般の利益に適合する場合 

② 本規約の変更が、契約をした目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後

の内容の相当性、変更の内容その他の変更に係る事情に照らして合理的な

ものである場合 

（２） 当社は前項に定める本規約の変更にあたり、変更後の本規約の効力発生日の１ヶ

月前までに、本規約を変更する旨および変更後の本規約の内容とその効力発生日

を三井住友海上火災保険株式会社公式ホームページに掲示、またはサービス利用

者に電子メール等で通知します。 

 

第１８条（訴訟の提起および準拠法） 

（１） 本規約に関する訴訟については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判

所とします。  

（２） 本規約に規定のない事項については、日本国の法令に準拠します。 

https://www.kanko-sp.co.jp/company/privacy/
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第１９条（協議） 

本規約の条項または本規約に規定のない事項に関して疑義がある場合については、サー

ビス利用者および当社の間で協議し、円満に解決を図るものとします。 

 

 

 

 

別表１（サービス体制について） 

企業名 役割 

株式会社 KANKO 本サービスの提供において、契約者に対して専用ハ

ードウェアの販売および施工を提供する事業者 

三井住友海上火災保険株式会社 MS LifeConnect の AI スマートカメラサービスのプ

ラットフォーム、ならびにその提供を目的とした EC

サイトを管理・運営する事業者 

株式会社 Daiko 

Communications 

株式会社 KANKO から契約者の指定する建物に対す

る本サービスの現地調査、施工の全部を受託し行う

「提携施工業者」 

 

別表２（サポート対応について） 

サポート 内容 

一般的な照会について 専用ハードウェアに関する一般的な照会は、三井住友

海上火災保険株式会社公式ホームページの「お問い合

わせチャットボット」をご利用ください。 

 

＜よくあるご質問＞ 

https://www.ms-lifeconnect.com/camera/lp01/ 

＜お問い合わせチャットボット＞ 

https://www.ms-ins.com/solution/ 

 

サービス申し込みのキャンセ

ル、専用ハードウェアの破

損・故障、現地調査、施工つ

いて 

＜対応可能時間＞ 

09:00~17:00 

＜メールアドレス＞ 

customercenter@mslifeconnect.com 

https://www.ms-lifeconnect.com/camera/lp01/
mailto:customercenter@mslifeconnect.com
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※お問い合わせの内容や受付時間によっては、必ずし

も当日中にご回答できないこともございますので、ご

了承ください。 

現地調査報告書の内容、施工

後のお問い合わせについて 

株式会社 Daiko Communications 

＜対応可能時間＞ 

09:00~17:00 

＜電話番号＞ 

03-5968-5700 

＜メールアドレス＞ 

customercenter@mslifeconnect.com 

※お問い合わせの内容や受付時間によっては、必ずし

も当日中にご回答できないこともございますので、ご

了承ください。 

上記でも解決できない場合 万が一、上記でも解決できない場合は、以下の問い合

わせ窓口までご連絡下さい。 

＜対応可能時間＞ 

09:00~17:00 

＜メールアドレス＞ 

customercenter@mslifeconnect.com 

※お問い合わせの内容や受付時間によっては、必ずし

も当日中にご回答できないこともございますので、ご

了承ください。 

 

別表３（現地調査および施工の日程変更、キャンセルについて） 

（１）契約者事由によって発生した２回目以降の現地調査は、都度２２，０００円（税

込）を申し受けます。 

（２）２回目以降の提携施工業者による現地調査の日程変更またはキャンセルに関して次

の各号を適用し、契約者は、当社が指定する方法で支払うものとします。また、訪

問時にご不在であった場合も、本項を適用します。 

① 当日および前日のご連絡：２２，０００円（税込）を申し受けます。（例：１

月１０日が予定日とした場合、１月９日になった時点で請求）訪問時ご不在の

場合も本号を適用します。 

② ２日前以前のご連絡：料金はかかりません。２回目の日程変更については、当

日および前日のご連絡の場合、前号に基づき追加請求が発生します。その場合、

EC サイト上で再度手続きいただき、決済完了が確認できた後、日程調整のご

連絡をさせていただきます。 

mailto:customercenter@mslifeconnect.com
mailto:customercenter@mslifeconnect.com
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（３）提携施工業者による専用ハードウェアの施工の日程変更に関して次の各号を適用

し、契約者は、当社が指定する方法で支払うものとします。また、訪問時にご不在

であった場合も、本項を適用します。 

① ２日前までのご連絡：２２，０００円（税込）を申し受けます。（例：１月１

０日が予定日とした場合、１月８日になった時点で請求） 

② ３日前以前のご連絡：料金はかかりません。専用ハードウェアの施工の日程変

更について追加請求が発生する場合は、EC サイト上で再度手続きいただき、

決済完了が確認できた後、日程について調整のご連絡をさせていただきます。 

（４）本サービスの申し込みのキャンセルに関して次の各号を適用し、契約者は、当社が

指定する方法で支払うものとします。 

① 施工日３日前以降のご連絡：現地調査報告書に同封される見積書記載の施工

費の１００％を申し受けます。（例：１月１０日が予定日とした場合、１月７

日になった時点で請求） 

② 施工日４日前以前のご連絡：料金はかかりません。 

 

２０２５年４月１８日改定 


